第２号様式（その２）（第１４）
	君津郡市広域市町村圏事務組合


[bookmark: _GoBack]令和５～７年度　入札参加資格審査カード（測量等業）

	
	新　規
	更　新

	登録番号
	
	業種区分
	１　測量等業
	圏域内の市税の納税証明書
	有・無

	
	
	所在区分
	圏域内・準圏域内
県　内・県　　外
	※準圏域内の場合は、下欄に圏域内の支店等所在地・名称を記入

	
	
	支店等所在地
及び名称
	


	フリガナ
	

	業者名
	

	住　　所
	
	〒
	－

	ＴＥＬ
	－　　　　－
	フリガナ
	

	役職名
	
	代表者名
	



○連絡先
	支店等名
	
	担当者
	

	住　　所
	
	ＴＥＬ
	－　　　－



○契約先
	支店等名
	
	担当者
	

	住　　所
	
	〒
	－

	ＴＥＬ
	－　　　　－
	フリガナ
	

	役職名
	
	代表者名
	




	資本金
	　　　　　　　　　　　千円
	自己資本額
	　　　　　　　　　　　千円

	技術関係職員数
	　　　　人
	総職員数
	　　　　人
	課税区分
	１・０


※　裏面も記入してください。



第２号様式（その２）（第１４）　〔裏面〕
（業種別一覧表）
登録を受けている場合は、①欄内に○印を記入してください。｛登録証明書（写）の貼付があるものに限る。｝
指名を希望する場合は、②欄内に○印を記入してください。
１．測量業務等　　　　　　　　　　　　　　　　 ３．土木関係建設コンサルタント業務
	№
	業務名
	①
	②
	
	№
	部門名
	①
	②

	１
	測量業務
	測
	
	
	
	１
	河川、砂防及び海岸
・海洋部門
	河
	
	

	２
	土地家屋調査士業務
	家
	
	
	
	２
	港湾及び空港部門
	港
	
	

	３
	司法書士業務
	司
	
	
	
	３
	電力土木部門
	力
	
	

	４
	建築関係設計、監理業務
（建築関係建設コンサルタント業務を含む）
	監
	
	
	
	４
	道路部門
	道
	
	

	
	
	
	
	
	
	５
	鉄道部門
	鉄
	
	

	５
	計量証明業務
	計
	
	
	
	６
	上水道及び工業用水道
部門
	上
	
	

	６
	不動産鑑定業務
	鑑
	
	
	
	７
	下水道部門
	下
	
	

	７
	地質調査業務
	地
	
	
	
	８
	農業土木部門
	農
	
	

	
	
	
	９
	森林土木部門
	森
	
	

	
	
	
	10
	水産土木部門
	水
	
	

	２．補償コンサルタント業務
	
	11
	廃棄物部門
	廃
	
	

	№
	部門名
	①
	②
	
	12
	造園部門
	園
	
	

	１
	土地調査部門
	調
	
	
	
	
	13
	都市計画及び地方計画
部門
	都
	
	

	２
	土地評価部門
	評
	
	
	
	14
	地質部門
	地
	
	

	３
	物件部門
	物
	
	
	
	15
	土質及び基礎部門
	土
	
	

	４
	機械工作物部門
	機
	
	
	
	16
	鋼構造及びコンク
リート部門
	鋼
	
	

	５
	営業補償・特殊補償
部門
	営
	
	
	
	17
	トンネル部門
	ト
	
	

	６
	事業損失部門
	事
	
	
	
	18
	施工計画、施工設備
及び積算部門
	施
	
	

	７
	補償関連部門
	補
	
	
	
	19
	建設環境部門
	環
	
	

	
	
	
	20
	機械部門
	機
	
	

	
	
	
	21
	電気・電子部門
	電
	
	



・入札参加資格審査カード（測量等業）の記入方法について

　入札参加資格審査カードは、次の区分により記入してください。
　本票の記入は、ボールペン又は万年筆でお願いします。
　なお、訂正は二重線で消し上部に記入してください。　※訂正印の押印は不要です。
	№
	記入欄
	記　　入　　方　　法

	⑴
	登録番号
	過去に君津郡市広域市町村圏事務組合へ登録がある場合は、過去の登録番号を記入してください。

	⑵
	圏域内の市税の納税証明書
	　有・無　どちらかを○で囲んでください。

	⑶
	所在区分
	所在区分に従い、該当箇所を○で囲んでください。

	⑷
	支店等所在地及び名称
	準圏域内の場合は、圏域内の支店等所在地及び名称を記入してください。

	⑸
	業　者　名
	本社名　及び　下欄に本社の住所、郵便番号、電話番号を記入してください。
なお、住所の「丁目」・「番」・「号」等の表記は略さないでください。

	⑹
	役　職　名
	本社の代表者の役職名を記入してください。

	⑺
	代表者名
	本社の代表者の氏名を記入してください。

	⑻
	連　絡　先
	組合から指名等の連絡を受ける営業所等が本社（業者名欄）と異なる場合のみ記入してください。

	⑼
	契　約　先
	組合との契約先が本社（業者名欄）と異なる場合のみ記入してください。

	⑽
	技術関係職員数
	技術関係職員数を記入してください。

	⑾
	総職員数
	総職員数を記入してください。

	⑿
	課税区分
	消費税の　１：課税業者、０：非課税業者　どちらかを○で囲んでください。













